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ベネズエラ経済（２００９年９月） 

 

経済経済経済経済概要概要概要概要    

（１）経済一般 

●部品輸入のための外貨不足により、２ヶ月半前から操業を停止していたＧＭベネズエラ社が、

７日から操業を再開した。 

●９月１日に本年２度目の最低賃金１０％引き上げが行われ、９６７．５BsF となった。 

●国際通貨基金（ＩＭＦ）により３２億ドルがベネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）へ資金注入され

たことにより、外貨準備高が３３１億ドルとなった 

●チャベス大統領が国内経済の四つの問題点を指摘するとともに、第４四半期の経済活動の活

性化のため近日中に５４の経済対策を発表するとした。 

 

（２）対日関連 

●２１日、ＭＭＣアウトモトリス社（ＭＭＣ）は８月２４日から操業を停止していたアンソア

テギ州所在の工場における操業を再開した。 

 

（３）エネルギー・資源 

●ベネズエラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）は、精製部門の包括的改善を目的として総額１７０億ド

ルを投資すると発表した。 

●チャベス大統領は、ベネズエラがモーリタニアにおいて、日量３万から４万バレル規模の精

油所建設計画を進めている旨発表した。 

●チャベス大統領は１５日北京にて、今後３年間で総額１６０億ドルに上るオリノコ・ベルト

地帯（東部）における共同石油開発合意を中国と締結したと発表した。 

 

（４）国有化関連 

●公共事業・住宅省は、被国有化セメント会社であるフランスのラファージュ社に対し、株式

購入のための支払いを開始し、支払予定金額（２６７百万ドル）の４０％以上に相当する１

１８百万ドルが支払われた。 

 

経済経済経済経済のののの主主主主なななな動動動動きききき    

（１） 経済一般 

（イ）ＧＭベネズエラ社の操業再開 

ＧＭベネズエラ社は２ヶ月半前に、部品輸入のための外貨が不足していることから、バレンシア

に所在する工場を３ヶ月間の予定で閉鎖していたが、今般、科学技術・中工業省と外貨発給のク

ロノロジーについて合意したことから、７日から操業を再開する旨発表した。同社が抱えていた

外国業者に対する負債は１２億ドルに上る。 

スニダルシス同社社長は、工場が有する３シフトのうち１シフトのみを再開させることを明らか

にした。また、同省が同社に承認した３，８００台の輸入ライセンスについては、輸入条件を検

討中とした。 

 

（ロ）最低賃金の引き上げ 
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４月３日付官報で公布されたとおり、９月１日に本年２度目の最低賃金１０％引き上げが行われ、

９６７．５BsFとなった。今次引き上げは、最低賃金と同等の年金受け取り者にも適用される。

また同様に、未成年実習生の最低賃金も、７１９．４BsFに引き上げれられた。 

一方専門家は、７月時点での基礎食糧品価格は１，７１２．５６BsFに上昇しており、現在の最

低賃金の２倍の収入が必要と主張している。 

 

（ハ）ＩＭＦによるベネズエラ中央銀行への資金注入 

ＩＭＦは、８月２８日、世界的な不況対策として、各国の中央銀行に対し、外貨準備を強化する

ために総額で２,５００億ドルの資金注入の実施を発表した。右実施によりＢＣＶの外貨準備高

は３２億ドル増加し、３３１億ドル（マクロ経済安定化基金８．２９億ドルを合わせると３３９

億ドル、７日現在）となった。ＩＭＦによれば、資金注入は特別引出権により割り当てられ、割

当後各国は特別引出権を換金できる。 

当局筋によると政府はここ数週間で１００万ドル以下の申請に対する外貨割当を加速させてお

り、今後も滞っている外貨の割当を早急に行うべく準備している。 

 

（ニ）ＦＯＮＤＥＮの資金 

ロドリゲス財務・経済大臣は、ＦＯＮＤＥＮ設立４周年記念式典において、ＦＯＮＤＥＮは０５

年に設立されて以来、５７８億ドルの資金注入を受け、その内４４５億ドルを様々な機関のプロ

ジェクトに支出してきたと述べた。この発言により、ＦＯＮＤＥＮの未支出金は１３３億ドルに

上ると見られるが、この内実際に支出可能な状態にある資金額については明らかにされなかった。

他方で、数日前チャベス大統領は、未支出金は約２０億ドルである旨発言していた。 

ＦＯＮＤＥＮへの資金提供元としては、０５年下半期から０９年上半期にかけて、中央銀行が３

１０億ドル、ＰＤＶＳＡが２７４億ドル拠出した。ＰＤＶＳＡは収入が減少していることから、

本年のＰＤＶＳＡからＦＯＮＤＥＮへの資金拠出は下半期から開始し、約５億ドルの拠出が見込

まれている。 

 

（ホ）経済活動の活性化アクションプラン 

チャベス大統領は、今年上半期に記録された1％の経済縮小の後、第4四半期の経済活動を活性化

するため近日中に54の経済対策を発表する予定であり、これにより経済に影響を与えている四つ

の問題点、すなわち国内総生産の落ち込み、インフレ率の上昇、ドルの公定・実質為替レートの

乖離、及び貸付の減少に対処するとの考えを明らかにした。また、右対策のうち「ＰＤＶＳＡの

下請け業者に対する負債の清算」と「製造、建設、貿易等、経済の主要セクターへの貸付の供与」

の２政策の内容を明らかにした。 

前者に関し、閣議ではサービスを提供する国内企業への債務の支払いのスケジュールが承認され

ており、ＰＤＶＳＡの負債の清算額は100億ボリーバル（46億ドル）になる。なお、中央銀行ネ

ルソン・メレンテス総裁はＰＤＶＳＡの負債総額を120億ドル程度と述べている。 

また、チャベス大統領は、様々な活動を促進するために、第4四半期に運転資金のための融資枠

を引き上げたと発言し、そのため、公的金融機関に加え、民間銀行も本計画に貢献すべきである
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との考えを示した。 

 

（ヘ）国営金融機関の再編成 

チャベス大統領は、国営金融機関の再編成を行い、業界の結合、合理化、最適化、有効性、持続

可能性を達成するために国営金融公団を立ち上げ、農業、製造業、石油化学、建設への貸与を指

示した。同総裁には、先般国有化されたベネズエラ銀行の頭取であるエウヘニオ・バスケス・オ

レジャーナ氏が任命されるとともに同氏には閣僚レベルのランクが付与されており、同公団は公

的金融システムを構成する各機関の調整を行うことが期待されるとともに、60日以内にチャベス

大統領に公的金融機関の発展計画を提示することとなる。 

公的金融は、バンフォアンデス銀行、インダストリアル銀行及びベネズエラ銀行によって構成さ

れている。 

民間銀行は平均して預金総額の約 57.16％を貸付しているが、バンフォアンデス銀行は同 33.8％、

インダストリアル銀行は不良債権を抱えたため、本年 5月に政府が介入しており、15.90％、ベ

ネズエラ銀行は 54.5％となっている。 

 

（２）対日関連 

（イ）ＭＭＣの工場再開 

２１日、ＭＭＣは８月２４日から操業を停止していたアンソアテギ州所在の工場における操業を

再開した。工場閉鎖から約1ヵ月後、労働者達は1年の大半を労働紛争に費やした工場に戻ってく

ることになる。これに関し、アンソアテギ州労働監督局は、会社側が行った157名の労働者解雇

申請を受け、労働組合（Singetram）幹部11名に対し工場への立ち入りを禁止する予防措置をとっ

た。これに対しSingetram幹部は、労働当局の態度は矛盾するものであり、労働者の権利を侵害

するものと批判し、フォード、クライスラー等自動車セクターの労組代表等も本件措置に疑問を

呈した。 

8月24日、ＭＭＣは、労働者の一グループの規律を欠く行為、無政府状態、暴力などから、操業

を停止すると発表した。（この工場閉鎖は本年1～4月の労使の対立による工場閉鎖に続き本年２

度目のもの）最初の対立の際合意した「安全の中での労働生産性の向上」「労働条件の改善」「工

場での暴力的な看板やメッセージの禁止」などが今回の再開のための条件であると、会社側関係

者は話していた。 

ＭＭＣは生産性の低下により不安定な状況に置かれている。同社は日産110台の組み立て能力に

もかかわらず日産33台で、今後日産60台のペースで生産を維持できたとしても、今年の生産総数

は当初生産予定台数22,000台の約3分の1である、6,000台程度となる。 

 

（３） エネルギー・資源 

（イ）ＰＤＶＳＡ精製部門投資計画発表 

（ⅰ）ＰＤＶＳＡは市場ニーズの変化に対応し、安定した燃料供給を確保するため、精製部門の

包括的改善について総額で１７０億ドルに上る、ここ数十年で最大の投資を行う。ＰＤＶＳＡ精

油部門役員兼パラグアナ精油所ジェネラルマネージャーのルオンゴ氏は、今次投資の背景につい
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て、精製施設は石油精製量の拡充と多様な精製油種に対応するための能力向上が必要であり、そ

れはオリノコ・ベルトに多量に埋蔵する超重質油の有効活用に繋がると説明した。 

他方、ＰＶＤＳＡは国内需要と輸出需要を満たすだけの十分な量のガソリン在庫がある上、一つ

の製油所が止まっても別の製油所がそれを補填するので、今次改良工事を実施してもガソリン供

給には何ら支障がないと語った。また、現在５５０万台を越える国内自動車台数に言及し、日量

２８万５０００バレルのガソリンが消費されており、この需要を満たすことも目的の一つである

旨発言した。 

（ⅱ）ルオンゴ氏は、ファルコン州カルドンのプラントへ６億５０００万ドルを投資し、現状比

１５％増の日量８万９０００バレルに処理能力を引き上げ、カラボボ州エル・パリートのプラン

トへ１億ドル以上を投資し、処理能力を現状の日量５万４０００バレルから１３％超の日量７万

バレルに引き上げるとした。また処理能力の増大と併せ、安定的な操業や環境保護の観点からも

最適化を図るとした。 

他方、アムアイのプラントは、１９億６７００万ドルを投資し、２０１５年までにディーゼルと

ガソリンの生産量を日量４８万バレルから５８万バレルに引き上げるとし、同プロジェクトには

既存設備の改良と設備の新設が含まれるとした。また、アムアイのナフサ処理プラント建設計画

に対し３億１,３００万ドルを投資し、硫黄含有率が３０ＰＰＭを下回るガソリンを、日量３万

５０００バレルの処理可能なプラントを建設中であり、現在５２.２％の工事が完了し、２０１

１年中頃の操業開始を見込んでいる。 

更に、プエルト・ラ・クルス精油所については、重質油及び超重質油の処理や、ガソリン及びジェッ

ト燃料の生産を６３％増加する計画が進んでおり、初期フェーズが終了し現在６５億６００万ド

ルを投資予定の開発フェーズに移行しており、２０１３年の中頃に完成する予定。エル・パリー

ト精油所では、ＡＰＩ２２度の重質油を改質し商品価値を高めるプロジェクトに６０億５千万ド

ルの投資が予定され、２０１４年の末には操業を開始する予定。 

 

（ロ）モーリタニアにおける精油所建設計画 

１４日、チャベス大統領は、ベネズエラがモーリタニアにおいて、日量３万から４万バレル規模

の精油所建設計画を進めている旨発表した。また同大統領は、ベネズエラによる精油所建設を他

の国にも提案したと述べたが、具体的な国名には言及しなかった。更に、需要があれば、マリ、

ニジェール、ガンビアを含む西アフリカ諸国に原油及び石油製品を供給することができると表明

した。また、モーリタニアは日量１万８千バレルの石油を生産しているが、多国籍企業が持ち去っ

てしまうため、ガソリンを輸入せざるを得ない状況にあると述べた。 

 

（ハ）中国との石油開発合意 

１６日、チャベス大統領は、１５日に北京において両国が、オリノコ・ベルト地帯（東部）にお

ける、今後３年間で総額１６０億ドルに上る共同石油開発合意を締結した旨発表した。今次合意

により、中国企業とＰＤＶＳＡが合弁会社を設立し、日量４５万バレルの石油生産を行うことに

なる。チャベス大統領は、参加する中国企業名等の詳細に言及しなかったが、ＰＤＶＳＡ関係者

によると、参加する企業はＣＮＰＣで、開発対象はフニン第４鉱区である旨明らかにした。 



 5 

またチャベス大統領は、今次ロシア外遊で、ロシア・コンソーシアムがフニン第６鉱区において

４５万b/dを生産するために、今後３年間で２００億ドルを投資する旨合意したことを明らかに

し、中国との合意を合わせ、日量９０万バレルの生産と３６０億ドルの投資に上ると述べた。 

 

（４）国有化関連 

（イ）国有化セメント会社への支払いの開始 

公共事業・住宅省は、被国有化セメント会社であるフランスのラファージュ社に対し、株式購入

のための支払いを開始した。今回の措置で118百万ドルが支払われ、これは支払予定金額（267

百万ドル）の40％以上に相当する。 

ディスダド・カベージョ公共事業住宅大臣は、残りの支払いについては詳細に触れなかったが、

一月半前に無利子で4年間で支払うとコメントしている。また、政府はホルシム社の株式に対し

ても552百万ドルの支払い債務を抱えており、これもラファージュ社と同様の方法で、まず40％

支払い、残りを4年間で支払うことになる見通し。同大臣は、ホルシム社とも間もなくとしてい

る。 

カベージョ大臣は、メキシコのセメックス社とも解決を期待したいとしたが、政府がラファー

ジュ社とホルシム社との間で合意文書を署名をした際、セメックス社の国有化も発表しており、

これに対しセメックス社は、その価格評価の遅れから、国際仲裁センターにその企業評価の仲裁

を求め、現在その手続きが進んでいる。 

 

 


